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1. 平成30年3月期第2四半期の連結業績（平成29年4月1日～平成29年9月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年3月期第2四半期 15,112 △12.2 △798 ― △702 ― △805 ―

29年3月期第2四半期 17,221 △3.1 △220 ― △576 ― △546 ―

（注）包括利益 30年3月期第2四半期　　△812百万円 （―％） 29年3月期第2四半期　　△1,766百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

30年3月期第2四半期 △29.70 ―

29年3月期第2四半期 △20.02 ―

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

30年3月期第2四半期 67,311 32,258 47.5

29年3月期 67,719 33,713 48.9

（参考）自己資本 30年3月期第2四半期 31,967百万円 29年3月期 33,124百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

29年3月期 ― 9.00 ― 9.00 18.00

30年3月期 ― 9.00

30年3月期（予想） ― 9.00 18.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 平成30年 3月期の連結業績予想（平成29年 4月 1日～平成30年 3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 44,500 0.2 2,000 36.7 2,500 33.6 1,800 17.4 66.33

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（注）詳細は、添付資料Ｐ．７「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（四半期連結財務諸表の

　　　作成に特有の会計処理の適用）」をご覧ください。

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年3月期2Q 29,889,079 株 29年3月期 29,889,079 株

② 期末自己株式数 30年3月期2Q 2,754,220 株 29年3月期 2,781,139 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 30年3月期2Q 27,120,805 株 29年3月期2Q 27,309,178 株

（注）期末自己株式数には、株式給付信託（ＥＳＯＰ）が保有する自己株式を含んでおります。なお、株式給付信託（ＥＳＯＰ）が含む

　　　自己株式数は、30年３月期２Ｑ（174,600株）、29年３月期（201,700株）であります。

※四半期決算短信は四半期レビューの対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

　　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に

　基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

　　業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料Ｐ．２「１．当四半期決算に関する定性的情報

　（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当連結会計年度における世界経済は、堅調な雇用情勢により底堅く推移する個人消費がみられる米国経済や、欧

州中央銀行の金融緩和政策などにより緩やかながらも景気回復がみられる欧州経済、各種政策効果もあり持ち直し

の動きがみられる中国経済などに支えられ、全体として緩やかな景気回復傾向で推移したものの、原油需要低迷か

ら発生した産油国の景気減速や、トランプ政策の進捗の遅れ、英国におけるEU離脱問題、各地で火種を抱える地政

学的リスクの増大などにより、依然として先行き不透明な中で推移しました。 

 

 わが国の経済においては、有効求人倍率が１倍を超える雇用環境、緩やかながらも回復基調にある世界経済に支

えられた輸出の増加や比較的安定した為替水準などに支えられ緩やかな景気回復が見られたものの、社会保険料の

増加による可処分所得の減少による個人消費の低迷や地政学的リスクの増大など、先行き不透明な中で推移しまし

た。 

 

 このような状況下、当ポンプ業界は、世界人口増加に対応するため水資源を中心としたインフラ整備や、エネル

ギー政策の見直しなどによる火力発電所の増加、各地で発生している異常気象による集中豪雨対策など、ポンプ需

要は底堅く推移しています。しかしながら、世界経済の景気回復は緩やかなものに留まっており、先行き不透明感

から設備投資意欲も力強さに欠ける状態が続いており、国内外における受注環境は回復へ向かいながらも楽観でき

ない状況が続いています。 

 

 当社グループの当第２四半期連結累計期間の受注高は23,799百万円（前年同四半期比2,260百万円増加）となり

ました。これを受注先別に見ますと官公需は8,609百万円（前年同四半期比1,345百万円減少）、国内民需は4,497

百万円（前年同四半期比233百万円増加）、外需は10,692百万円（前年同四半期比3,373百万円増加）となりまし

た。

 

 当第２四半期連結累計期間の売上高は、15,112百万円（前年同期比2,109百万円減少）を計上いたしました。

 

 利益面については、当第２四半期連結累計期間の営業損失は798百万円（前年同四半期は営業損失220百万円）と

なり、売上高営業利益率は△5.3％となりました。

 経常損失は、営業外収益として持分法による投資利益31百万円が発生した結果、702百万円（前年同四半期は経

常損失576百万円）となり、売上高経常利益率は△4.6％となりました。 

 親会社株主に帰属する四半期純損失は、805百万円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純損失546百万

円）となり、売上高四半期純利益率は△5.3％となりました。また、１株当たり四半期純損失金額は29.70円となり

ました。 

 

（２）財政状態に関する説明 

当第２四半期連結会計期間末における総資産につきましては、前連結会計年度末に比べ408百万円減少し、

67,311百万円となりました。これは主に、仕掛品の増加（前連結会計年度末比2,989万円増加）などがあったもの

の、受取手形及び売掛金の減少（前連結会計年度末比5,492百万円減少）などによるものであります。

 

負債につきましては、前連結会計年度末に比べ1,046百万円増加し、35,052百万円となりました。これは主に、

支払手形及び買掛金の減少（前連結会計年度末比2,933百万円減少）などがあったものの、長期借入金の増加（前

連結会計年度末比2,993百万円増加）及び前受金の増加（前連結会計年度末比1,670百万円増加）などによるもので

あります。

 

純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ1,454百万円減少し、32,258百万円となりました。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

 平成30年３月期の業績予想につきましては、平成29年５月11日に公表いたしました業績予想に変更はございませ

ん。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成29年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 10,930 12,517 

受取手形及び売掛金 23,667 18,174 

商品及び製品 273 287 

仕掛品 6,885 9,874 

原材料及び貯蔵品 1,837 1,845 

前渡金 417 647 

繰延税金資産 655 673 

その他 1,024 976 

貸倒引当金 △371 △392 

流動資産合計 45,318 44,605 

固定資産    

有形固定資産 9,937 9,692 

無形固定資産 1,784 1,546 

投資その他の資産    

投資有価証券 9,922 10,708 

その他 1,319 1,401 

貸倒引当金 △562 △644 

投資その他の資産合計 10,679 11,466 

固定資産合計 22,401 22,705 

資産合計 67,719 67,311 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成29年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 9,457 6,524 

短期借入金 7,453 6,876 

未払法人税等 337 162 

前受金 4,381 6,052 

賞与引当金 771 817 

製品保証引当金 847 706 

工事損失引当金 957 1,525 

その他 1,994 1,475 

流動負債合計 26,200 24,140 

固定負債    

長期借入金 5,668 8,662 

役員退職慰労引当金 16 17 

退職給付に係る負債 320 321 

その他 1,799 1,910 

固定負債合計 7,805 10,912 

負債合計 34,006 35,052 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,592 1,592 

資本剰余金 7,769 7,601 

利益剰余金 22,774 21,723 

自己株式 △1,904 △1,873 

株主資本合計 30,233 29,045 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,832 2,160 

繰延ヘッジ損益 6 △73 

為替換算調整勘定 743 518 

退職給付に係る調整累計額 307 316 

その他の包括利益累計額合計 2,891 2,922 

新株予約権 118 130 

非支配株主持分 470 160 

純資産合計 33,713 32,258 

負債純資産合計 67,719 67,311 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

売上高 17,221 15,112 

売上原価 13,249 11,326 

売上総利益 3,972 3,786 

販売費及び一般管理費 4,192 4,584 

営業損失（△） △220 △798 

営業外収益    

受取利息 13 9 

受取配当金 157 111 

為替差益 － 3 

持分法による投資利益 － 31 

受取賃貸料 68 74 

その他 85 40 

営業外収益合計 323 270 

営業外費用    

支払利息 61 56 

為替差損 499 － 

持分法による投資損失 47 － 

その他 71 117 

営業外費用合計 680 174 

経常損失（△） △576 △702 

特別利益    

関係会社株式売却益 152 － 

特別利益合計 152 － 

特別損失    

投資有価証券評価損 35 14 

特別損失合計 35 14 

税金等調整前四半期純損失（△） △460 △716 

法人税等 49 105 

四半期純損失（△） △509 △822 

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△） 
37 △16 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △546 △805 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

四半期純損失（△） △509 △822 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △48 326 

繰延ヘッジ損益 70 △79 

為替換算調整勘定 △1,291 △246 

退職給付に係る調整額 23 8 

持分法適用会社に対する持分相当額 △11 1 

その他の包括利益合計 △1,256 10 

四半期包括利益 △1,766 △812 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,742 △774 

非支配株主に係る四半期包括利益 △24 △38 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

  該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

ただし、見積実効税率を使用できない場合は、法定実効税率を使用しております。 

 

（会計方針の変更）

  該当事項はありません。

 

（会計上の見積りの変更）

  該当事項はありません。

 

（追加情報）

 （株式給付信託(ESOP)における会計処理方法）

  当社は、平成28年11月10日開催の取締役会決議に基づき、従業員インセンティブプラン「株式給付信託（ESOP）

（以下本制度という。）を導入しております。

（1）取引の概要

 ESOP信託とは、米国のESOP(Employee Stock Ownership Plan)を参考に、わが国の法令に準拠するように設計した

従業員の株式保有を促進するスキームであり従業員持株会と信託を組み合わせることで、信託ファンドは持株会が将

来にわたって購入する株式を一括して確保することができ、合わせて従業員の福利厚生制度の拡充、従業員のモチベ

ーションアップなどの目的を実現することも可能な制度であります。

 当社が酉島製作所従業員持株会（以下「当社持株会」といいます。）に加入する従業員のうち一定の要件を充足す

る者を受益者とする信託を設定し、当該信託は信託期間中に当社持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を、予

め定める取得期間内に取得します。その後、当該信託は当社株式を毎月一定日に当社持株会に売却します。信託終了

時に、株価の上昇により信託収益がある場合には、期間中に取得した株式数に応じて受益者たる従業員に金銭が分配

されます。株価の下落により譲渡損失が生じ信託財産に係る債務が残る場合には、責任財産限定特約付金銭消費貸借

契約の保証条項に基づき、当社が銀行に対して一括に弁済するため、従業員への追加負担はありません。

（２）信託に残存する自社の株式

 信託に関する会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第30号 平成27年３月26日）に基づき、総額法を適用しております。

 信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額により純資産の部に自己株式として計上しております。当該自

己株式の帳簿価額及び株式数は、当第２四半期連結会計期間末において202百万円、174,600株であります。

（３）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価格

 前連結会計年度 234百万円、当第２四半期連結会計期間 202百万円

 

（重要な後発事象）

  該当事項はありません。
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３．補足情報等

  （１）生産、受注及び販売の状況

     需要先別の生産、受注及び販売状況

   
前第２四半期連結会計期間 
（自 平成28年４月１日 
至 平成28年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成29年４月１日 
至 平成29年９月30日） 

増減（△）

  需要先別  金額（百万円） 
構成比

（％） 
 金額（百万円） 

構成比

（％） 
 金額（百万円） 

増減

（△）率

（％） 

受注高 

官 公 需 9,955 46.2 8,609 36.2 △1,345 △13.5 

民 需 4,264 19.8 4,497 18.9 233 5.5 

外 需 7,319 34.0 10,692 44.9 3,373 46.1 

計 21,539 100.0 23,799 100.0 2,260 10.5 

売上高 

官 公 需 2,846 16.5 3,805 25.2 958 33.7 

民 需 4,275 24.8 4,098 27.1 △177 △4.1 

外 需 10,099 58.7 7,208 47.7 △2,890 △28.6 

計 17,221 100.0 15,112 100.0 △2,109 △12.2 

受注 

 

残高 

官 公 需 19,815 36.9 19,592 34.3 △223 △1.1 

民 需 5,587 10.4 5,650 9.9 63 1.1 

外 需 28,322 52.7 31,920 55.8 3,598 12.7 

計 53,725 100.0 57,164 100.0 3,438 6.4 

 

以 上 
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